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1. はじめに 

 高強度コンクリートでは硬化時に大きな自己収縮を

伴うため，高強度コンクリートを用いた RC 部材では，

収縮に起因してコンクリートに生じる引張応力が大き

な問題となる．収縮に起因して鉄筋近傍のコンクリー

トに微細ひび割れが生じることも報告されている1)．既

往の研究で，収縮による斜めひび割れ発生荷重の低下

が確認され，収縮を考慮した斜めひび割れ発生荷重算

定式が提案された2)が，内部応力状態および微細ひび割

れ挙動に影響を及ぼすと考えられる収縮および強度発

現の履歴は考慮されていない．早強セメント，普通セ

メントを用いて履歴の影響を調べた既往の研究では，

セメントの種類に起因した履歴の差が小さく，初期応

力状態およびせん断破壊挙動にほとんど差が見られな

かった3)．本研究では，早強セメント，および既往の研

究で用いられていない中庸熱セメントと高炉セメント

を用いて，履歴がせん断破壊挙動に及ぼす影響を調べ

ることを目的として，強度試験，収縮試験，RC はり載

荷試験を実施した． 

2. 実験概要 

 コンクリートの計画配合を表 1に示す．Ref 供試体に

は早強セメント，MPC 供試体には中庸熱セメント，BPC

供試体には高炉セメントと膨張材を使用した．いずれ

の配合も水結合材比（W/B）は 23%である． 

 RC はりの概要を図 1に示す．有効高さ（d）は 150 mm

であり，せん断スパン有効高さ比（a/d）は 4.0 である． 

 強度試験では Φ100 mm の円柱供試体を用いて，材齢

12 時間から載荷直前までの間に数回，圧縮強度，引張

強度，弾性係数を測定した．ただし，Ref 供試体では載

荷直前のみ強度を測定した．収縮試験では打込み直後

から載荷直前まで，100 mm×100 mm×400 mm の角柱供

試体を用いて自己収縮ひずみを，RC はりを用いて鉄筋

ひずみを測定した．載荷試験では RC はりの静的 3 点曲

げを行い，荷重，スパン中央での変位を測定した． 

 なお，型枠による拘束や乾燥収縮の影響が極力小さ

くなるよう，テフロンシートなどを用いて型枠による

拘束を低減し，養生は封緘養生とした． 

3. 実験結果 

 強度発現履歴の一例として，引張強度発現履歴を図

2に示す．また，自己収縮ひずみおよび鉄筋ひずみの履

歴を図 3に示す．なお，これらのひずみは，それぞれ，

ひずみの実測値から，線膨張係数を 10×10-6 (1/oC)とし

て算出した温度ひずみを差し引いて求めた． 

 図 3に示すように，BPC 供試体では MPC 供試体と比

較して，自己収縮ひずみに対して鉄筋ひずみが相対的

により小さい．BPC 供試体の自己収縮が急速に進む材

齢 16 時間から材齢 10 日において，図 2に示すように，

BPC供試体ではMPC供試体よりも強度発現が遅いため

に，より深刻な微細ひび割れが BPC 供試体の鉄筋近傍

のコンクリートに生じていた可能性が考えられる． 

 キーワード 高強度コンクリート，自己収縮，強度発現，履歴，せん断破壊 
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供試体名 
セメント

の種類 
W/B 
(%) 

SF/B 
(%) 

s/a 
(%) 

単位量 (kg/m3) 
W C SF EX S G SP 

Ref 早強 
23 10 45 155 

607 67 0 703 886 4.7 
MPC 中庸熱 607 67 0 708 892 4.7 
BPC 高炉 592 67 15 696 877 4.7 

B：結合材 (=C+SF+EX)，SF：シリカフューム，EX：膨張材，SP：高性能減水剤 

表1 コンクリートの計画配合 
図1 RC はりの概要 

D22 (SBPD930/1080) 
D10 (SD295A)

150 600

200

200 150

(mm)
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 強度試験結果，収縮試験結果，載荷試験結果を表 2

に示す．また，荷重とスパン中央での変位の関係を図

4に示す．最初のピーク荷重を斜めひび割れ発生荷重

（Pc）と定義した．斜めひび割れ発生荷重の計算値

（Pc,cal）を表 2に示す．Pc,calは，式(1)に示す収縮を考慮

した斜めひび割れ発生荷重算定式2)により求めた． 
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ここで，Ec：コンクリートの弾性係数（N/mm2），f t：コ

ンクリートの引張強度（N/mm2），pw,e：等価引張鉄筋比，

d：はりの有効高さ（mm），a：はりのせん断スパン（mm），

bw：はりの幅（mm），である． 

 履歴の影響のみを評価するために，コンクリート強

度と収縮量で正規化した斜めひび割れ発生荷重（Pc’）

を用いて比較する．Pc’は式(2)により求めた． 

1/3
ew,

1/5
t

2/5
c

1/3
Refe,w,

1/5
Reft,

2/5
Refc,

cc '
pfE

pfE
PP   (2) 

ここで，Ec,Ref，ft,Ref，pw,e,Ref：Ref 供試体のそれぞれ Ec

（N/mm2），ft（N/mm2），pw,e，である． 

 表 2に示すように，Ref 供試体と MPC 供試体では Pc’

にほとんど差はないが，BPC 供試体の Pc’は MPC 供試

体の Pc’の 85%であり，MPC 供試体と BPC 供試体では

斜めひび割れ発生荷重の算定精度（Pc/Pc,cal）に多少の

差を生じた．MPC 供試体と BPC 供試体において生じた

斜めひび割れ発生荷重に関するこれらの差は上述の微

細ひび割れによる付着劣化性状に起因するものと考え

られる． 

4. 結論 

(1) 高強度コンクリートの収縮履歴および強度発現履

歴が著しく異なると，収縮による鉄筋近傍の微細

ひび割れ性状に大きな差が生じる可能性がある． 

(2) 高強度コンクリートの収縮履歴および強度発現履

歴は，鉄筋近傍の微細ひび割れによる付着劣化性

状に起因して，高強度 RC はりのせん断破壊挙動に

影響を及ぼすものと考えられる． 
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図2 引張強度発現履歴 図3 自己収縮ひずみ（εsh）と鉄筋ひずみ（εs） 図4 荷重―変位関係 

供試体名 
fc’ 

(N/mm2) 
ft 

(N/mm2) 
Ec 

(kN/mm2)
εsh,def 

(×10-6)
εs,def 

(×10-6)
Pc 

(kN) 
Pc’ 

(kN) 
Pc,cal 

(kN) 
Pc/Pc,cal 

Ref 98.7 5.42 40.5 -605 -244 131.5 131.5 120.9 1.09 
MPC 96.2 5.56 40.7 -458 -176 137.7 133.9 124.3 1.11 
BPC 83.4 4.84 39.7 -660 -174 113.2 114.4 119.6 0.95 

fc’：コンクリートの圧縮強度，ft：コンクリートの引張強度，Ec：コンクリートの弾性係数， 
εsh,def：載荷直前の自己収縮ひずみ，εs,def：載荷直前の鉄筋ひずみ，Pc：斜めひび割れ発生荷重， 

Pc’：コンクリート強度と収縮量で正規化した斜めひび割れ発生荷重，Pc,cal：斜めひび割れ発生荷重計算値 

表2 強度試験結果，収縮試験結果，載荷試験結果 
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